
健康被害救済業務の充実

第３ 部門毎の業務運営の改善に関する事項及び国民に対して提供するサー
ビスその他の業務の質の向上に関する事項

１ 健康被害救済給付業務

第２期中期目標のポイント

・救済制度に関する情報提供の内容の充実及び広報活動の積極的な実施

を図り、救済制度を幅広く国民に周知すること。

・業務のデータベースを活用し、業務の効率化を推進すること。

・救済給付の請求に対する標準的事務処理期間の短縮目標を設定し、業

務の改善を図ること。

・救済部門における救済事例を安全対策業務だけでなく、審査関連部門に

も情報提供を行うことにより、各部門との連携を図ること。

・保健福祉事業の着実な実施を図ること。
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（２）救済制度周知のための広報活動の積極的実施

副作用給付、感染給付手続等に関しての年間相談件数、ホームページアク
セス件数について、対平成15年度比で20％程度の増加を図ること。

健康被害救済業務の充実

医薬品副作用被害救済制度及び生物由来製品感染等被害救済制度に係る
認知度調査を実施。

【相談件数・ホームページアクセス件数】

６３，８４３

７，２５７

平成１９年度

＋７９％５１，８１０３７，６５５４１，９４７３５，７２６アクセス件数

＋３６％６，４２７４，３０７３，９１１５，３３８相談件数

平成１５年度比平成１８年度平成１７年度平成１６年度平成１５年度

第１期中期計画

・第１期中期計画において、目標を大きく上回る実績を達成
・より明確に周知活動の成果を把握

第２期中期計画（案）
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健康被害救済業務の充実

（４）データベースを活用した業務の効率化の促進

副作用救済給付業務におけるベータベースを構築・運用し、蓄積されたデ

ータを様々な角度から分析し、統計的な解析を行い、それらの結果を活用す
ることにより、迅速かつ効率的な救済給付を実現。

第２期中期計画（案）

※ 第１期中期計画においては、データベースをより使いやすいものに改修
した。
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（５）請求事案処理の迅速化の推進
①支給・不支給決定に関する事務処理期間の達成目標

第１期中期計画

標準的事務処理期間を８ヶ月とした上で、総件数の６０％以上を確保。標準的事務処理期間を８ヶ月とした上で、総件数の６０％以上を確保。

第１期中期計画において、総件数の６０％以上を
８ヶ月以内に処理したことから、これをさらに推進

第２期中期計画（案）

支給・不支給決定をした全決定件数のうち、６０％以上を６ヶ月以内に処理。

健康被害救済業務の充実
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６．６月

６５．３％

６２４件

６７６件
１６９件

０件

８４５件

７８８件

平成１８年度

６．４月１１．２月１２．４月１０．６月処理期間（中央値）

７４．２％１２．７％１４．５％１７．６％達成率 ※※

６７７件６８１件９５６件８２０件処理中件数 ※

７１８件
１３５件

２件

８３６件
１９５件

４件

５１３件
１１９件

１件

４６５件
９９件

２件

支給決定
不支給決定
取下げ件数

８５５件１，０３５件６３３件５６６件決定件数

９０８件７６０件７６９件７９３件請求件数

平成１９年度平成１７年度平成１６年度平成１５年度年 度

【副作用被害救済の実績】

※「処理中件数」とは、各年度末時点の数値。

※※「達成率」とは、当該年度中に決定されたもののうち、８ヶ月以内に処理できたものの割合。

【感染救済の実績】

３．８月

１００．０％

１件

７件
０件
０件

７件

６件

平成１８年度

３．８月５．６月３．０月処理期間（中央値）

１００．０％５０．０％１００．０％達成率 ※※

５件２件３件処理中件数 ※

３件
２件
０件

３件
３件
０件

２件
０件
０件

支給決定
不支給決定
取下げ件数

５件６件２件決定件数

９件５件５件請求件数

平成１９年度平成１７年度平成１６年度年 度

※「処理中件数」とは、各年度末時点の数値。

※※「達成率」とは、当該年度中に決定されたもののうち、８ヶ月以内に処理できたものの割合。

健康被害救済業務の充実

41 / 75



健康被害救済業務の充実

②保健福祉事業に関する所要の措置

健康被害実態調査等における被害者からの要望を踏まえ、新たに精神面
等に関する相談事業を実施。

第２期中期計画（案）

※ 第１期中期計画においては、救済給付受給者の被害実態等の調査を行
った。
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